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Ⅰ 多様で柔軟な働き方の推進
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・「働き方改革」について p.p. 3~4

・「働き方改革」の現状：①長時間労働の是正 p.p. 5~8

・「働き方改革」の現状：②同一労働同一賃金 p.p. 9~10

・正社員化や無期転換の取組例 p.p.11~12

・正社員の在り方の見直しに向けた取組例 p.p.13

・労働契約関係の明確化に向けた取組例 p.p.14

・求職者支援の取組例 p.p.15



第2章 労働市場の多様化とその課題
第2節 働き方の多様化に向けて求められる変革

１ 多様な人材を活かすために必要な取組
●（中略）働き方改革、年功による人事管理の見直し、マネジメント等が重要

女性、高齢者、外国人材、限定正社員など多様な人材を企業が受け入れ、多様な人材の活躍を促進していくためには、制度的な見直しが必要で
ある。これまでの先行研究によれば、ダイ バーシティ経営や、女性・外国人材の活躍のために必要な制度改革として、①WLBや柔軟に働ける制度、
時間意識の高い働き方の定着（働き方改革）、②年功による人事管理等の日本的雇用慣行の改革、③管理職のマネジメント、などが指摘されている
（佐藤（2016）、高村 （2016）、山本（2014））。働き方改革については、時間制約のある人やWLBを重視する人等す べての人にとって働きやす
い環境が構築されることで、多様な人材の労働参加が促されることが期待される。日本的雇用慣行では、同質性・年功を基準とした人事管理が行わ
れる傾向にあ るため、中途・経験者採用、外国人、家庭の事情から残業が困難な者等、個々人の状況に応じた適切な評価ができない。より個別管
理の人事制度に移行することで、多様な人材の働きやすさや仕事に対する意欲を高めることができると考えられる。また、最終的にこうした組織的
な改革が、職場でうまく機能していくためには、管理職が適切にマネジメントすることが不可欠であると考えられる 。（後略）

多様で柔軟な働き方の実現に向けた課題整理の例

○ 高度経済成長期に定着した長期雇用や年功賃金などの雇用慣行は、企業にとっては、企業内の配置転換・OJTを通じた長期的
な人材育成が可能となること、労働者にとっては、定年までの雇用・職務遂行能力の向上に見合った年功的な賃金が保障されや
すく、若年層の失業率が低いことなど、労使双方にメリットがあったと指摘されている。

○ 一方、長期的な雇用保障と引き換えに正社員に無限定な働き方が求められることや、正社員と非正規雇用労働者との不合理な
格差が固定化しやすい、といった課題に対応するため、政府としては、
・罰則付き時間外労働の上限規制の導入など長時間労働の是正や、
・同一労働同一賃金など非正規雇用労働者の処遇改善

などを内容とする「働き方改革」等を進めてきた。

○ こうした課題について、『令和元年度年次経済財政報告』（内閣府）では、「多様な人材を活かす」という観点から以下のよ
うにまとめている。

令和元年度年次経済財政報告（内閣府）
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働き方改革について
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１．働く人の視点に立った働き方改革の意義
２．同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善
３．賃金引き上げと労働生産性向上

４．罰則付き時間外労働の上限規制の導入など長時間労働の是正
５．柔軟な働き方がしやすい環境整備

６．女性・若者の人材育成など活躍しやすい環境整備
７．病気の治療と仕事の両立

８．子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労
９．雇用吸収力、付加価値の高い産業への転職・再就職支援
10．誰にでもチャンスのある教育環境の整備
11．高齢者の就業促進

12．外国人材の受入れ

13．10年先の未来を見据えたロードマップ

働き方改革実行計画
（平成29年3月28日 働き方改革実現会議決定）



長時間労働の是正

H30.６ 働き方改革関連法成立

H31.４ 働き方改革関連法により改正された労働基準法の施行（一部を除く）
R２. ４ 中小企業への時間外・休日労働時間の上限規制の施行

R５. ４ 中小企業の月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率引き上げ（50％）の施行

R６. ４ 適用猶予業種への時間外・休日労働時間の上限規制
・自動車運転の業務

・医師
・建設業
・砂糖製造業

現在
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働き方改革の現状①

働き方改革関連法により改正された労働基準法において、時間外、休日労働時間の上限規制が導入された。
令和６年4月に適用猶予業種への時間外・休日労働の上限規制が施行される。



（参考）労働時間法制の概要

◆ 使用者は、１週間に、40時間を超えて労働させてはならない。

◆ 使用者は、１日に、８時間を超えて労働させてはならない。

法定労働時間（労働基準法第32条）

◆ 使用者は、毎週少なくとも１回（又は４週間に４日以上）の休日を与えなければならない。

◆ 使用者は、過半数組合又は過半数代表者と労使協定を締結し、労働基準監督署に届け出た場合は、協定で

定めるところにより、時間外又は休日に労働させることができる。

◆ 使用者は、36協定で定めるところによって労働時間を延長して労働させ、又は休日に労働させる場合であって

も、時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720

時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）の要件を満たす必要がある。

◆ 使用者は、時間外又は深夜（午後10時から午前５時まで）に労働させた場合は、通常の賃金の２割５分以上

の割増賃金（※）を支払わなければならない（※※）。

※ 1ヶ月60時間を超える時間外労働については、通常の賃金の５割以上。ただし、中小企業は令和５年４月１日施行。

※※ 「時間外かつ深夜」の場合：５割以上の割増賃金を支払わなければならない。

◆ 使用者は、休日に労働させた場合は、通常の賃金の３割５分以上の割増賃金を支払わなければならない。

法定休日（労働基準法第35条）

時間外及び休日労働（労働基準法第36条）

時間外、休日及び深夜労働の割増賃金（労働基準法第37条）

【弾力的な労働時間制度】

変形労働時間制、フレックスタイム制、

事業場外みなし労働時間制、裁量労働制 等
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男女別労働時間の推移

男女別の総実労働時間の推移をみると、男女とも減少傾向にあるが、令和３年では男性の方が405時間長い。

女性の総実労働時間の減少傾向は、パートタイム労働者比率の増加による影響が大きいと考えられる。

男女とも近年週60時間以上就業する雇用者の比率は減少している。
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男女別月末１週間に６０時間以上就業する雇用者数割合の推移
（パートタイム労働者を含む）

男女別年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む）

（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 事業所規模5人以上。

総実労働時間の年換算値については、各月間平均値を12倍し、
小数点以下第１位を四捨五入したものである。
平成16年から平成23年の数値は「時系列比較のための推計値」より求めた。

（資料出所） 総務省「労働力調査」
（注）平成２３年は岩手県、宮城県及び福島県を除く。

週６０時間以上就業する雇用者数割合は、非農林業雇用者（休業者を除く）総数に
占める週間就業時間（年平均結果）が60時間以上の者の割合である。
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長時間労働の抑制に係る対応策

○労働基準監督署における法律の丁寧な周知、法違反に対する監督指導

○47都道府県の都道府県センター及び全国センターから成る「働き方改革推進支援セン
ター」を設置し、以下の対応を実施。 【令和５年度予算案：37億円】

・ 労務管理等の専門家による、働き方改革全般に関する窓口相談や、企業訪問や
オンラインによるコンサルティングの実施

・ 企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関するセミナーの実施
・ 働き方改革全般に係る先進的な取組事例の収集や周知啓発及び総合的な情報発信

○労働時間の短縮や、年次有給休暇の取得促進に向けた環境整備に取り組む中小企業
事業主に助成金を支給 【令和５年度予算案：68億円】

働き方改革における
長時間労働の抑制
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正社員・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消（同一労働同一賃金）

⚫ 同一企業内において、正社員とパート・有期雇用労働者との間で、基本給や賞与などのあらゆる待遇に
ついて、不合理な待遇差を設けることを禁止

⚫ 裁判の際に判断基準となる「均衡待遇」(法8条)、「均等待遇」 (法9条)を規定

均衡待遇 ：待遇ごとに、その性質・目的に照らして、
①職務内容 ②職務内容・配置の変更範囲（人材活用の仕組み） ③その他の事情 のうち
適切と認められる事情を考慮して、不合理な待遇差を禁止

均等待遇 ：①職務内容 ②職務内容・配置の変更範囲（人材活用の仕組み）が同じ場合は、
パート・有期雇用労働者であることを理由とした差別的取扱いを禁止

※  「職務内容」とは、業務の内容＋責任の程度をいう。
※ 「その他の事情」として、職務の成果、能力、経験、労使交渉の経緯などが考慮され得る。

◆派遣労働者については労働者派遣法において同様に規定

不合理な待遇差の禁止（パート・有期法８条、９条）

⚫ 非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」などについて、事業主に説明を求めることができ、
事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければならない。

労働者に対する待遇に関する説明義務（パート・有期法14条）
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同一企業内における正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択
しても待遇に納得して働き続けられるようにすることで、多様で柔軟な働き方を「選択できる」ようにする。
♦令和２年４月1日から施行（中小企業におけるパートタイム・有期雇用労働法の適用は令和３年４月1日）

働き方改革の現状②
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諸手当

基本給

「取り組んでいる又は取り組んだ」事業所（63％）の取組内容

（「取り組んでいる又は取り組んだ」事業所＝100、複数回答）

同一労働同一賃金の対応状況

同一労働同一賃金など、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保の実現に向けて「取り組んでいる又は取り組んだ」事業所の

割合は調査対象計で63％、「待遇の見直しは必要ないと判断した」で21％、「異なる雇用形態が存在しない」で７％。

（％）

R4
R3
R2

（資料出所）厚生労働省「労働経済動向調査」より雇用環境・均等局 有期・短時間労働課作成。
注１）令和４年のデータについては令和４年11月１日現在、令和３年のデータについては令和３年11月１日現在、

令和２年のデータについては令和２年11月１日現在の調査結果。

注２）同一労働同一賃金ルールは、令和２年４月施行（中小企業への適用は令和３年４月から）。

同一労働同一賃金など、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保の実現に向けた取組

「取り組んでいる（取り組んだ）」、「待遇の見直しは必要ないと判断した」又は

「異なる雇用形態が存在しない」事業所（91％）

取り組んでいる又は取り組んだ

待遇差はない（異なる雇用形態が存在しない場合を含む）※R2～R3調査 ／ 検討の結果、待遇の見直しは必要ないと判断した※R4調査
異なる雇用形態が存在しない※R4調査より選択肢を新設
取り組んでいない※R2～R3調査 ／ 取り組んでいない（異なる雇用形態が存在しない場合を除く）※R4調査
無回答

R4
R3
R2

R4
R3
R2

R4
R3
R2

R4
R3
R2
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２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

キャリアアップ助成金（非正規雇用労働者の正社員化、処遇改善のための助成金）

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」）といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップを促進するため、
正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して包括的に助成

支給額（１人当たり） 加算措置／加算額（１人当たり）

➀有期→正規： 57万円（ 42.75万円）

➁無期→正規：28.5万円（21.375万円）

➀有期→正規： 90万円 ( 67.5万円)

➁有期→無期： 45万円 ( 33万円)

➂無期→正規： 45万円 ( 33万円)

※( )は、大企業の場合の額。

※障害者正社員化コースについては、重度障害者の場合は、
➀120万円(90万円)➁➂60万円（45万円）となる。

１事業所当たり 60万円 ( 45万円）

１事業所当たり 40万円 ( 30万円)

賃金規定等改定コース
全て又は一部の有期雇用労働者等の

基本給の賃金規定等を改定し、３％以上増額

コース名／コース内容

正社員化コース
有期雇用労働者等を正規雇用労働者（※）に転換又は直接雇用

※多様な正社員（勤務地限定・職務限定・短時間正社員）を含む

障害者正社員化コース
障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換

賃金規定等共通化コース
有期雇用労働者等と正規雇用労働者との
共通の賃金規定等を新たに規定・適用

賞与・退職金制度導入コース
有期雇用労働者等を対象に賞与・退職金制度

を導入し、支給又は積立てを実施

短時間労働者労働時間延長コース
有期雇用労働者等の週所定労働時間

を３時間以上延長し、社会保険を適用

23.7万円 ( 17.8万円)
※労働者の手取りが減少しない取組をした場合、

３時間未満延長でも4.3～11.7万円を助成。
※令和６年９月末までの金額

■「職務評価」の手法の活用により実施 １事業所当たり 20万円（15万円）

賞与・退職金制度導入コース

■同時に導入した場合 １事業所当たり 16.8万円（12.6万円）

■派遣労働者を派遣先で
正規雇用労働者として直接雇用

28.5万円（大企業も同額）

正社員化コース

賃金規定等改定コース

■母子家庭の母等又は父子家庭の父

➀ 9.5万円（大企業も同額）

➁4.75万円（大企業も同額）

■勤務地限定・職務限定・短時間正社員
制度を新たに規定

１事業所当たり 9.5万円（7.125万円）

➀３％以上５％未満： 5万円 ( 3.3万円）

➁５％以上 ：6.5万円 ( 4.3万円）

■人材開発支援助成金の

特定の訓練修了後に正社員転換

➀ 9.5万円（大企業も同額）

➁4.75万円（大企業も同額）

※「人への投資促進コース」のうち、自発的
職業能力開発訓練または定額制訓練の修了後
に正社員転換した場合の加算は、それぞれ
➀11万円②5.5万円(大企業も同額)。

人への
投資

11



無期労働契約

５年

←

締
結

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←
転
換

１年

申
込
み

１年 無期労働契約

←

更
新

←

転
換

申
込
み

１年

【平成25年4月開始で契約期間が１年の場合の例】

通算5年を超えて契約更新した労働者が、その契約期
間中に無期転換の申込みをしなかったときは、次の更
新以降でも無期転換の申込みが可能。

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R2.4

無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前の有期労働契約と同一となる。
別段の定めをすることにより、変更可能。

○ 有期労働契約が繰り返し更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契
約（無期労働契約）に転換できるルール。（労働契約法第18条：平成25年4月1日施行）

※ 通算期間のカウントは、平成25年４月１日以後に開始する有期労働契約が対象。平成25年３月31日以前に開始した有期労働契
約は、通算契約期間に含めない。

※ 通算期間をリセットするクーリング期間（原則６ヶ月でリセット）の規定あり（第18条第２項）

無期労働契約

←

締
結

３年

←

更
新

←

転
換

３年

５年

【契約期間が３年の場合の例】

申
込
み

無期転換ルールの概要

※ 施行から５年が経つ平成30年４月１日以降、
多くの有期契約労働者に無期転換申込権が発生。
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労働者が多様な働き方を選択でき、活躍できる環境の整備を進めることが重要になってきている中、
短時間正社員制度、勤務地限定正社員制度、職種・職務限定正社員制度といった多様な正社員制度の導入拡大を図る。

⚫ 支援員による導入支援の実施・導入事例の取りまとめ

⚫ 「『多様な正社員』制度導入支援セミナー」のweb開催

⚫ 多様な働き方の実現に資する先行企業の事例の収集、事例集の作成等

⚫ 収集した事例やセミナー動画等を「多様な働き方の実現応援サイト」(※)で配信

（※）パートタイム・有期雇用労働者等の活躍推進に関する総合的情報提供事業で実施

「多様な正社員」制度の普及等

短時間正社員制度等の「多様な正社員」制度の導入支援等の実施

企業に対してより広く、分かりやすい情報提供と個別支援により事業主の自主的な取組を促進

参考

全世代型社会保障構築会議報告書【令和4年12月16日】
Ⅲ．各分野における改革の方向性
２．働き方に中立的な社会保障制度等の構築

より抜粋

（２）取り組むべき課題
勤務地等を限定した「多様な正社員」の拡充については、子育てとの両立を実現するための

働き方の推進の観点から重要であるだけでなく、非正規雇用と正規雇用の垣根を喪失させる
ことによって、より包摂性の高い雇用や良質な職場環境の実現にも寄与するものであること
から、労使双方にとって望ましい形で、これを普及・促進するための方策を検討すべきであ
る。

⇒（３）今後の改革の工程
（労働市場や雇用の在り方の見直し）①速やかに検討・実施すべき事項
➢ 「多様な正社員」の拡充に向けた普及・促進策

13

多様な正社員制度の導入状況（令和3年度）

多様な正社員制度「あり」 20.1％

うち短時間正社員制度 9.7％

勤務地限定正社員制度 15.0％

職種・職務限定正社員制度 8.7％

参考

（厚生労働省「雇用均等基本調査」）



【赤字は記載例】

（雇入れ直後）千代田支店 （変更の範囲）東京都23区内

（雇入れ直後）法人顧客を対象とした営業 （変更の範囲）営業

雇入れ直後のほか、変更の範囲を追加

労働契約関係の明確化
（労働基準法の労働条件明示事項における就労場所・業務変更範囲の追加）

14
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２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

（令和5年度予算案）

子育て中の女性等に対する就職支援を強化するため、専門支援窓口「マザーズハローワーク」「マザーズコーナー」を設置。

子ども連れで来所しやすい環境を整備し、求職者の状況に応じた担当者制の個別支援を行う。

１ 事業の目的

マザーズハローワーク事業

・マザーズハローワーク 21箇所
・マザーズコーナー 185箇所

「マザーズハローワーク」「マザーズコーナー」における就職支援の拡充

設置箇所 実施体制

・職業相談員 239人
・就職支援ナビゲーター 310人 → 321人（11人増）
・求人者支援員 31人

支援内容

・一人ひとりの状況に応じた きめ細かな就職支援

担当者制・予約制によるきめ細かな職業相談・職業紹介を実施。
地域の子育て支援拠点や子育て中の女性等の支援に取り組むＮＰＯへのアウトリーチ型支援
（出張相談、就職支援セミナー）のための就職支援ナビゲーターを全国のマザーズハローワーク
（10箇所→21箇所）に配置。

・求職者の希望やニーズに適合する求人開拓のほか、仕事と子育てが両立しやすい求人情報を収集・提供

・就職活動に向けた心構え、面接対策、パソコン講習など、再就職に資する各種セミナーの実施

・各種就職支援サービスのオンライン化の推進

子育て中の女性等が自宅でも求職活動ができるよう、全国のマザーズハローワーク（７箇所→21箇所）において、
各種就職支援サービスをオンラインで利用できる「オンラインマザーズハローワーク」を実施。
SNS､HPを活用したイベント情報発信によりマザーズハローワークの利用を促進。
事業実績 令和３年度重点支援対象者就職件数：58,108件 15



Ⅱ 子育て期における仕事と育児の両立支援

16

・両立支援制度の利用状況等 p.p. 17~19 

・当事者や若者の意識 p.p. 20~21 

・労働時間・生活時間の現状 p.p. 22~23

・両立支援制度の現状 p.p. 24~29 

・厚生労働省における制度見直しの検討状況 p.p. 30~32
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3.3% 4.3% 5.2% 5.3% 5.6% 5.2% 5.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1985-89 1990-94 1995-99 2000-04 2005-09 2010-14 2015-19

子どもの出生年

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし） 出産退職

妊娠前から無職 その他・不詳

出産前有職
77.4％
(100％）

出産後
継続就業率
53.8％
(69.5％) (※)

政府目標： 第１子出産前後の女性の継続就業率 ７０％（令和７年）

第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化

（※）（ ）内は出産前有職者を100として、出産後の継続就業者の割合を算出

出産退職
23.6％
(30.5％) (※)

（注１）就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化をみたもの。
（注２）上記グラフは、対象期間（例：2010～2014）中に出産した女性の就業変化を表している。
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11.0
8.7
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52.4
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74.4
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0.0
10.0
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70.0
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90.0

1985～89年 1990～94年 1995～99年 2000～04年 2005～09年 2010～14年 2015～19年

就業継続（育休なし） 就業継続（育休利用）

2.2 0.5 0.8 2.2 5.7 11.8
23.621.5

17.7 14.4 15.9 13.0

16.1

16.723.7
18.2

15.2
18.1 18.7

27.9

40.3

0.0

10.0

20.0
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40.0

50.0

60.0

70.0

1985～89年 1990～94年 1995～99年 2000～04年 2005～09年 2010～14年 2015～19年

就業継続（育休なし） 就業継続（育休利用）

＜正規職員＞

＜パート・派遣＞

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「第１６回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2021年）

第一子出産前後の妻の継続就業率・育児休業利用状況

• 約７割の女性が第１子出産後も就業継続している。雇用形態別にみると、正規職員は育児休業による継続就業
が進んでいる。パート・派遣は低水準にあるものの、近年上昇傾向にある。

（％）

（％）
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• 育児休業の取得期間は、女性は９割以上が６か月以上である一方、男性は約５割が２週間未満であり、依然と
して短期間の取得が中心。一方、男性の「１か月～３か月未満」の取得は24.5％で、３番目に多い取得期間と
なっている。

• 育児休業取得率は、女性は８割台で推移している一方、男性は上昇傾向にあるものの女性に比べ低い水準
となっている（令和３年度：13.97％）。

男女の育児休業の取得期間・取得率の状況

49.1
56.4

64.0
70.6

72.3

89.7 90.6
85.6

83.7

87.8
83.6

83.0

86.6

81.5
81.883.2

82.2
83.0

81.6

85.1

0

20

40
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80

100
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0.12
0.42

0.33
0.56 0.5

1.56
1.23

1.72
1.38

2.63

1.89
2.032.32.65

3.16

5.14
6.16

7.48

12.65

13.97

0

2

4

6

8

10

12

14

16

8 11 14 16 17 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3

政府目標
令和７（2025）年：30％

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

（育休取得率の状況（％））

５日
未満

５日
～

２週間
～

１月
～

３月
～

６月
～

８月
～

10月
～

12月
～

18月
～

24月
～

36月
～

平成27年度 0.8 0.3 0.6 2.2 7.8 10.2 12.7 31.1 27.6 4.0 2.0 0.6

平成30年度 0.5 0.3 0.1 2.8 7.0 8.8 10.9 31.3 29.8 4.8 3.3 0.5

令和３年度 0.5 0.0 0.1 0.8 3.5 6.4 8.7 30.0 34.0 11.1 4.5 0.6

※ 調査対象：各事業所で調査前年度1年間に育児休業を終了し、復職した者
資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

５日
未満

５日
～

２週間
～

１月
～

３月
～

６月
～

８月
～

10月
～

12月
～

18月
～

24月
～

36月
～

平成27年度 56.9 17.8 8.4 12.1 1.6 0.2 0.7 0.1 2.0 0.0 - -

平成30年度 36.3 35.1 9.6 11.9 3.0 0.9 0.4 0.9 1.7 - 0.1 -

令和３年度 25.0 26.5 13.2 24.5 5.1 1.9 1.1 1.4 0.9 0.0 0.2 -

【女性】

【男性】
↑

6月以上が95.3％

↑
２週間未満が51.5％

（育休取得期間の状況（％））
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育児のための両立支援制度（短時間勤務制度・所定外労働の免除）の利用状況

• 育児のための短時間勤務制度については、「利用している」又は「以前は利用していた」の合計が、女性・正
社員で40.8％、女性・非正社員で21.6％であるのに対して、男性・正社員は12.3％と少ない。

• 育児のための所定外労働の免除制度については、「利用している」又は「以前は利用していた」の合計が、女
性・正社員で10.6％、女性・非正社員で6.8％、男性・正社員は8.4％となっている。

16.4 

31.4 

5.2 

5.2 

9.4 

7.1 

16.6 

12.6 

20.3 

28.8 

21.4 

49.0 

33.0 

25.2 

18.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・非正社員

（n=1,000）

女性・正社員

（n=1,000）

男性・正社員

（n=1,000）

現在利用している

以前は利用していたが、現在は利用していない

利用したことはないが、利用したかった

利用したことはなく、利用希望もない

わからない

【出典】 日本能率協会総合研究所「仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業」（労働者調査）（令和２年度厚生労働省委託事業）
※20～40代で3歳未満の子供をもつ労働者を対象としたアンケート調査

両立支援制度の利用状況_短時間勤務制度：単数回答

3

3.8

2.1

3.8

6.8

6.3

16.2

13.7

21.1

29.4

27.9

47.6

47.6

47.8

22.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・非正社員

（n=1,000）

女性・正社員

（n=1,000）

男性・正社員

（n=1,000）

現在利用している

以前は利用していたが、現在は利用していない

利用したことはないが、利用したかった

利用したことはなく、利用希望もない

わからない

両立支援制度の利用状況_所定外労働の免除制度：単数回答
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15.2

16.3

17.7

16.2

16.4

14.7

4.2

5.3

4.3

4.3

3.2

2.2

26.7

23.7

22.8

22.5

17.4

13.3

1.9

2.2

2.7

3.4

7.5

16.6

14.4

15.4

16.6

18.7

24.6

24.7

10.0 

9.4 

9.8 

10.8 

11.2 

12.4 

末子が小学校低学年の間

末子が小学校に入学するまで

末子が3歳になるまで

末子が2歳になるまで

末子が1歳になるまで

末子が生まれてまもなくの頃

仕事のある日はできるだけ残業をしないようにして子育てをする 所定の労働時間を変えずに出社・退社時間を調整することで子育てをする

短時間勤務で働きながら子育てをする 勤務シフトを調整することで子育てをする

残業をしながらフルタイムで働き、土日祝日や定休日を中心に子育てをする 長期の休業を取得して、子育てをする

子どもや配偶者・パートナーの状況に応じて、休業・休暇を取得する 配偶者・パートナーに子育てをまかせる

その他・わからない

約２割

通時的にみた、希望する両立のあり方（女性・正社員）

通時的にみた、希望する両立のあり方（男性・正社員）

25.3

21.5

16.4

11.6

4.4

2.9

12.9 

11.8 

9.0 

7.3 

2.4 

22.9

29.3

37.1

35.3

9.5

6.7

5.1

3.3

3.2

9.2

6.6

5.1

5.3

6.2 

13.5 

63.5 

78.0 

5.5 

6.2 

6.0 

9.7 

10.4 

8.2 

末子が小学校低学年の間

末子が小学校に入学するまで

末子が3歳になるまで

末子が2歳になるまで

末子が1歳になるまで

末子が生まれてまもなくの頃

18.9％

25.4％

33.3％

38.2％

【資料出所】日本能率協会総合研究所『令和２年度 仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業』（厚生労働省委託事業、令和３年３月）労働者調査
※20～40代で3歳未満の子供をもつ労働者を対象としたアンケート調査

• 女性・正社員については、子が生まれてまもなくは休業、１歳以降は短時間勤務を希望する割合が高いものの、３歳以降は、残業
をしない働き方や、柔軟な働き方（出社・退社時間の調整）を希望する割合の方が高くなっていく。

• また、男性正社員についても、残業をしない働き方や柔軟な働き方を希望する割合がどの年齢でも約2割であるほか、短時間勤務
についても一定のニーズが存在する。

希望する仕事と育児の両立のあり方
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【出典】マイナビ「マイナビ2023 年卒大学生のライフスタイル調査」（調査対象：マイナビ2023会員のうち「2023年春」に卒業予定の大学生・大学院生 ）

今後の子育て世代の意識

• 今後の子育て世代となる大学生では、育児休業をとって積極的に子育てをしたい男性の割合は年々増加するな
ど、夫婦で積極的に子育てをすることを希望する者が増えている。また、男女ともに共働き希望が増加してい
る。
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労働時間の現状

• 男女別でみると、子育て世代である30代について、男性正社員の７割以上が週43時間以上働いており、他の
年齢層と比較しても高く、女性正社員も、20代より割合は下がるが、4割強が週43時間以上働いている。男性
については、非正規雇用労働者についても４割弱が週43時間以上働いている。
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【出典】総務省「平成29年就業構造基本調査」より作成

週43時間以上雇用者の割合
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有償労働の男女比（男性／女性） 無償労働の男女比（女性／男性）

男女別に見た生活時間（週全体平均）（1日当たり、国際比較）

男女別の生活時間（有償労働と無償労働）

• 各国に比べ、日本は男性の有償労働時間が特に長く、世界で最も長い水準となっている。一方で、無償労働時
間については男性は大変短く、女性が多くを担っている（男性の5.5倍）。

【出典】内閣府「男女共同参画白書」（令和２年版）

（分） （倍）

（備考）１．OECD Balancing paid work, unpaid work and leisure(2020)をもとに、内閣府男女共同参画局にて作成。
２．有償労働は、「paid work or study」に該当する生活時間、無償労働は「unpaid work」に該当する生活時間。

「有償労働」は、「有償労働（すべての仕事）」、「通勤・通学」、「授業や講義・学校での活動等」、「調査・宿題」、
「求職活動」、「その他の有償労働・学業関連行動」の時間の合計。
「無償労働」は、「日常の家事」、「買い物」、「世帯員のケア」、「非世帯員のケア」、「ボランティア活動」、「家
事関連活動のための移動」、「その他の無償労働」の時間の合計。

３．調査は、2009年～2018年の間に実施している。 23



妊娠・出産・育児期の両立支援制度

所定外労働の制限
又は

それに準ずる措置

出産
(予定)日

育児休業、
又はそれに準ずる措置

育児目的休暇

妊娠
判明

産前
６週間

産後
８週間 １歳 １歳

６か月
３歳 就学

始業時刻の変更等、又はそれに準ずる措置

所定外労働の制限（残業免除）
・労働者の請求で、所定労働時間を超える労働を禁止
・１回につき、１月以上１年以内の期間で、何回も請求できる

時間外労働（残業制限）・深夜業の制限
・労働者の請求で、制限時間（１月２４時間、１年１５０時間）を超える時間外労働を禁止
・時間外労働の制限は、１回につき１月以上１年以内の期間で、何回でも請求できる
・労働者の請求で、午後１０時から午前５時における労働を禁止
・深夜業の制限は、１回につき１月以上６月以内の期間で、何回でも請求できる

子の看護休暇
・病気・けがをした子の看護や、予防接種・健康診断を受けさせるために、取得できる
・子が１人の場合年に５日、２人以上の場合年に１０日が付与される（時間単位で利用可）

育児休業（一定の場合、最長２歳まで取得可）

２歳

産婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

出生時育児休業
(産後パパ育休)

坑内業務・危険有害業務の就業制限

育児時間
（１日２回 各３０分以上）

所定労働時間の
短縮、又はそれ
に準ずる措置

所定労働時間の短縮措置等
【原則】 短時間勤務制度 （１日の所定労働時間を６時間に短縮）
〈短時間勤務制度を講じることが困難と認められる業務の代替措置〉

・育児休業に関する制度に準じる措置
・フレックスタイムの制度
・始業又は終業時間を繰り上げ、繰り下げる制度（時差出勤）
・保育施設の設置運営、その他これに準ずる便宜の供与

：労基法上の制度

：均等法上の制度

：育介法上の制度

：育介法上の努力義務

軽易業務への転換
妊婦の時間外・休日労働・

深夜業の制限

産前休業

坑内業務・危険有害業務の就業制限
産後休業

母性健康管理措置（保健指導又は健康診査を受けるための時間の確保、指導事項を守ることができるようにするための措置）

24
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出産・育児等による労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女ともに仕事と育児等を両立できるようにするため、子の出生直後の時
期における柔軟な育児休業の枠組みの創設、育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び労働者に対する個別の周知・意向確認
の措置の義務付け、育児休業給付に関する所要の規定の整備等の措置を講ずる。

改正の趣旨

・２及び５：令和４年４月１日
・１、３及び６：令和４年10月１日（ただし、６②については令和３年９月１日）
・４：令和５年４月１日 等

施行期日

改正の概要

１ 男性の育児休業取得促進のための子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組み『産後パパ育休』の創設 【育児・介護休業法】

子の出生後８週間以内に４週間まで取得することができる柔軟な育児休業の枠組みを創設する。
①休業の申出期限については、原則休業の２週間前までとする。 ※現行の育児休業（１か月前）よりも短縮
②分割して取得できる回数は、２回とする。
③労使協定を締結している場合に、労働者と事業主の個別合意により、事前に調整した上で休業中に就業することを可能とする。

２ 育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け
①育児休業の申出・取得を円滑にするための雇用環境の整備に関する措置
②妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対して事業主から個別の制度周知及び休業の取得意向の確認のための措置
を講ずることを事業主に義務付ける。

３ 育児休業の分割取得
育児休業（１の休業を除く。）について、分割して２回まで取得することを可能とする。

４ 育児休業の取得の状況の公表の義務付け
常時雇用する労働者数が1,000人超の事業主に対し、育児休業の取得の状況について公表を義務付ける。

５ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和
有期雇用労働者の育児休業及び介護休業の取得要件のうち「事業主に引き続き雇用された期間が１年以上である者」であることという要件を廃止
する。ただし、労使協定を締結した場合には、無期雇用労働者と同様に、事業主に引き続き雇用された期間が１年未満である労働者を対象から除外
することを可能とする。

６ 育児休業給付に関する所要の規定の整備 【雇用保険法】
①１及び３の改正を踏まえ、育児休業給付についても所要の規定を整備する。
②出産日のタイミングによって受給要件を満たさなくなるケースを解消するため、被保険者期間の計算の起算点に関する特例を設ける。

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の
一部を改正する法律の概要（令和３年法律第58号、令和３年６月９日公布）
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育児休業を取得しやすい雇用環境整備 及び
妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け

令和３年
改正内容

育児休業と産後パパ育休の申し出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下のいずれかの措置を講じなけれ
ばなりません。

※雇用環境整備、個別周知・意向確認とも、産後パパ育休については、令和４年10月１日から対象。

２．育児休業を取得しやすい雇用環境の整備

① 育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施
② 育児休業・産後パパ育休に関する相談体制の整備（相談窓口設置等）
③ 自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・提供
④ 自社の労働者へ育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取得促進に関する方針の周知

本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対して、事業主は育児休業制度等に関する以下の
事項の周知と休業の取得意向の確認を、個別に行わなければなりません。

１．妊娠・出産（本人または配偶者）の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

改正後の制度の概要

周 知 事 項

① 育児休業・産後パパ育休に関する制度
② 育児休業・産後パパ育休の申し出先
③ 育児休業給付に関すること
④ 労働者が育児休業・産後パパ育休期間について負担すべき社会保険料の取り扱い

個 別 周 知 ・
意向確認の方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか
注：③④は労働者が希望した場合のみ

オンライン面談もOK
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有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和

改正前後の制度の概要

●育児休業の場合
(1) 引き続き雇用された期間が１年以上

(2) １歳６か月までの間に契約が満了することが明らかでない

●介護休業の場合
(1) 引き続き雇用された期間が１年以上

(2) 介護休業開始予定日から93日経過日から６か月を経過する

日までに契約が満了することが明らかでない

改正前

育児休業・介護休業いずれも、
(1)の要件を撤廃し、(2)のみに

※無期雇用労働者と同様の取り扱い
（引き続き雇用された期間が１年未満の労働者は労使協定の締結によ
り除外可）

※※育児休業給付、介護休業給付についても同様に緩和

令和４年４月１日～

実務上のポイント

○ 育児休業の取得要件の、「１歳６か月までの間に契約が満了することが明らかでない」については、改正前から変更なし。

判断のポイントは以下のとおり。

・ 育児休業の申出があった時点で労働契約の更新がないことが確実であるか否かによって判断される。

・ 事業主が「更新しない」旨の明示をしていない場合については、原則として、「労働契約の更新がないことが確実」とは判断されない。

令和３年
改正内容

※ 制度改正前の女性・非正社員の育児休業取得状況について、育児のためになんらかの休暇・休業を取得したまたは
取得を希望していた者のうち、育児休業制度の利用を希望していたが利用しなかった割合は１４.０％（※）。
（※）出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成30年度仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業」
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男性の育児休業取得促進のための出生時育児休業【産後パパ育休】の創設、
育児休業の分割取得

令和３年
改正内容

改正前後の制度の概要

産後パパ育休（R4.10.1～）
育休とは別に取得可能

育休制度
（R4.10.1～）

育休制度
（改正前）

対象期間

取得可能日数

子の出生後８週間以内に
４週間まで取得可能

原則子が１歳

（最長２歳）まで

原則子が１歳

（最長２歳）まで

申出期限 原則休業の２週間前まで 原則１か月前まで 原則１か月前まで

分割取得
分割して２回取得可能
(初めにまとめて申し出ることが必要)

分割して２回取得可能
（取得の際にそれぞれ申出） 原則分割不可

休業中の就業
労使協定を締結している場合に限り、労働者が合意
した範囲で休業中に就業することが可能

原則就業不可 原則就業不可

１歳以降の

延長
育休開始日を柔軟化※１ 育休開始日は１歳、

１歳半の時点に限定

１歳以降の

再取得

特別な事情がある場合に限り再
取得可能※２ 再取得不可

※１ １歳（１歳６か月）以降の育児休業について、期間の途中で配偶者と交代して育児休業を開始できるようにする観点から、育休開始日について、１歳（１歳６か月）時点に

加え、配偶者が１歳（１歳６か月）以降の育児休業を取得している場合には、その配偶者の休業の終了予定日の翌日以前の日を育児休業開始予定日とできるようになります。

※２ １歳以降の育児休業が、他の子についての産前・産後休業、産後パパ育休、介護休業または新たな育児休業の開始により育児休業が終了した場合で、産休等の対象だった子等

が死亡等したときは、再度育児休業を取得できます。

雇用環境の整備など
について、法を上回る
取組を労使協定で定
めている場合は、
１か月前までとできる
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育児休業の取得の状況の公表の義務付け令和３年
改正内容

改正後の制度の概要

または

● 常時雇用する労働者が1,000人を超える事業主は、育児休業等の取得の状況を年１回公表することが義務付けられます。
● 具体的には、以下の①または②のいずれかの割合を公表する必要があります。インターネットの利用その他適切な方法で、

一般の方が閲覧できるように公表してください。

公表前事業年度（※１）においてその雇用する

男性労働者が育児休業等（※２)をしたものの数

公表前事業年度（※１）において、事業主が雇用する

男性労働者であって、配偶者が出産したものの数

①育児休業等の取得割合

公表前事業年度（※１）においてその雇用する男性労働者が育児休業等
（※２)をしたものの数 及び 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する
男性労働者を雇用する事業主が講ずる育児を目的とした休暇制度(※３)を

利用したものの数 の合計数

公表前事業年度（※１）において、事業主が雇用する

男性労働者であって、配偶者が出産したものの数

②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

※１ 公表前事業年度： 公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度

※２ 育児休業等： 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業 及び 法第23条第２項（所定労働時間の短縮の代替措置として３歳未満の子を

育てる労働者対象）又は第24条第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関
する制度に準ずる措置が講じられた場合の当該措置によりする休業

※３ 育児を目的とした休暇： 目的の中に育児を目的とするものであることが明らかにされている休暇制度。育児休業等及び子の看護休暇は除く。
《例えば…》

失効年休の育児目的での使用、いわゆる「配偶者出産休暇」制度、「育児参加奨励休暇」制度、
子の入園式、卒園式等の行事や予防接種等の通院のための勤務時間中の外出を認める制度（法に基づく子の看護休暇を上回る範囲に限る）などが該当。

産後パパ育休（出生時育児休業）も含みます！

29



令和５年１～４月 現状の把握（４～５回程度）
令和５年５月 論点の整理

検討結果のとりまとめ

（開催実績）
第１回 令和５年１月26日
第２回 令和５年２月13日（ヒアリング：育児関係）
第３回 令和５年２月27日（ヒアリング：育児関係）

今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会

座長 武石 恵美子 法政大学 キャリアデザイン学部 教授
池田 心豪 独立行政法人労働政策研究・研修機構

主任研究員
小田 舞子 『日経xwoman』 副編集長
久米 功一 東洋大学 経済学部 教授
佐藤 博樹 中央大学大学院 戦略経営研究科 教授
所 浩代 福岡大学 法学部 教授
水町 勇一郎 東京大学 社会科学研究所 教授

参集者

• 少子高齢化が進展する中で、男女ともに仕事と育児・介護を両立したいという希望がかない、安心して働き続けることができる環境を整備
することは重要な課題である。

• これまで制度の利用状況や労働者のニーズ等を踏まえ、仕事と育児・介護の両立支援制度の見直しが行われてきたところ、平成28年及
び平成29年の育児・介護休業法の改正については、施行後５年が経過し、改正法の附則に基づき施行状況について検討を加える必要
がある。

• また、「全世代型社会保障構築会議報告書」（令和４年12月16日）においては、子育て期の長時間労働の是正及び労働者のニーズ
や個々の職場の状況等に応じた柔軟な働き方を可能とする仕組みについて検討すべき旨報告がなされている。

• これらを踏まえ、仕事と育児・介護の両立支援制度等について、現状の分析や論点整理を行い、今後の在り方の検討を行うこととする。

（１）現行の仕事と育児・介護の両立支援制度の現状及び課題
（２）仕事と育児・介護の両立に係るニーズ
（３）今後の仕事と育児・介護の両立支援制度・次世代育成支援対策の在り方
（４）その他

スケジュール

検討事項

趣旨

30

＜今後の対応＞



今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会
これまでの議論について（第１回、第２回研究会）①
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今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会
これまでの議論について（第１回、第２回研究会）②
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第３回今後の仕事と育児・介護の両立支援
に関する研究会 【資料４】
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_
31483.html
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